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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第110期中及び第110期の連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額および第110期中及び第110期の提

出会社の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

回次 第110期中 第111期中 第112期中 第110期 第111期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 60,467 77,992 96,478 129,046 173,562

経常利益 (百万円) 1,964 5,959 9,240 5,149 15,636

中間(当期)純利益 (百万円) 1,032 4,149 6,467 2,509 7,210

純資産額 (百万円) 43,590 49,213 62,757 45,298 56,337

総資産額 (百万円) 208,510 213,275 219,337 210,722 218,720

１株当たり純資産額 (円) 414.56 467.47 503.96 430.86 459.08

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 9.82 39.44 52.02 23.87 63.45

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― 36.12 51.93 ― 58.77

自己資本比率 (％) 20.9 23.1 28.6 21.5 25.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,817 5,073 11,582 9,069 9,134

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △655 △1,911 83 △1,534 △3,749

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,594 △5,324 △6,279 △8,472 △7,438

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 8,268 6,601 12,096 8,764 6,710

従業員数 (人) 1,724 1,735 1,784 1,721 1,738

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 37,192 49,741 65,433 78,900 112,786

経常利益 (百万円) 1,138 3,678 7,018 2,547 10,789

中間(当期)純利益 (百万円) 752 3,096 5,512 1,531 5,256

資本金 (百万円) 12,904 12,929 14,404 12,904 14,104

発行済株式総数 (千株) 117,143 117,305 126,883 117,143 124,935

純資産額 (百万円) 40,839 44,641 54,363 41,813 48,988

総資産額 (百万円) 150,444 153,828 156,363 150,767 155,274

１株当たり純資産額 (円) 348.88 380.95 429.06 357.24 392.59

１株当たり中間(当期) 
純利益金額 

(円) 6.43 26.44 43.58 13.08 44.20

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― 24.43 43.50 ― 41.07

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― 3.00 5.00 3.00 8.00

自己資本比率 (％) 27.1 29.0 34.8 27.7 31.5

従業員数 (人) 745 792 837 736 793



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む）であります。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業 鉄鋼事業 
エンジニア 
リング事業 

不動産事業 化学事業 全社(共通) 合計 

従業員数(名) 1,446 46 86 102 104 1,784

従業員数(名) 837 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、民間設備投資の堅調さに加え輸出の持ち直しなど企業業績も堅調に推移いた

しました。また、雇用情勢も改善の動きが続いており、個人消費は緩やかに増加するなど、総じて回復基調にありま

した。 

鉄鋼業界では、低迷が続く公共工事関連を除き、民間の建設部門での堅調な鋼材需要や自動車、造船、産業機械な

らびに建設機械向けに高い需要が続いていますが、建材向けを中心とする汎用品マーケットでは輸入鋼材が大量に流

入したため過剰在庫となり、供給調整の動きなど生産面や価格面で影響が現れました。 

このような経済情勢の下、当社グループは中期経営計画（平成１４年度～１７年度）において掲げておりました経

常利益ならびに有利子負債残高などの計数目標は既に前連結会計年度に達成いたしておりますが、一層の財務体質改

善を進め更なる経営基盤の強化を進めているところでございます。 

 当中間連結会計期間につきましては、売上高が96,478百万円（前中間連結会計期間77,992百万円）、営業利益が

10,072百万円（前中間連結会計期間6,922百万円）、経常利益が9,240百万円（前中間連結会計期間5,959百万円）と

なり、前中間連結会計期間と比べ大幅な増収増益となりました。 

   特別損益では、社宅や社員寮の跡地などの遊休不動産にかかる減損処理の実施と設備更新に伴う固定資産の

除却損及び副産物の評価損など2,028百万円の特別損失を計上いたしました。 

 以上の結果、中間純利益は6,467百万円（前中間連結会計期間4,149百万円）となりました。 
  
事業のセグメント別の業績は次のとおりです。  

まず、グループのコア事業である鉄鋼事業では、前中間連結会計期間に比べ、鋼材販売数量は減少しましたが、販

売価格が上昇し売上高は24％の増収となりました。収益面では、鋼材販売価格のアップに加え、品質管理の強化や操

業の安定性向上などによる歩留改善などコストの低減に努めたことなどから、前中間連結会計期間に比べ大幅な増益

を達成することが出来ました。これらの結果、売上高は88,941百万円（前中間連結会計期間71,469百万円）、営業利

益は9,777百万円（前中間連結会計期間6,656百万円）となりました。 
  
エンジニアリング事業におきましては、売上高1,378百万円（前中間連結会計期間906百万円）、営業損失20百万円

（前中間連結会計期間営業損失98百万円）と若干の損失を残したものの改善いたしました。 
  
不動産事業におきましては、主にマンションや土地の賃貸による安定した収入などにより、売上高336百万円（前

中間連結会計期間351百万円）、営業利益240百万円（前中間連結会計期間201百万円）となりました。 
  
化学事業におきましては、売上高5,822百万円（前中間連結会計期間5,265百万円）、営業利益139百万円（前中間

連結会計期間209百万円）と前中間連結会計期間を下回りましたが、着実に収益を確保いたしました。 



 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、12,096百万円となり前中間連結会

計期間末より5,495百万円増加いたしましたが、これは下期の社債の償還に備えたものであります。当中間連結会計

期間の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

税金等調整前中間純利益が7,220万円、減価償却費が3,281百万円、さらに受取手形の流動化による9,936百万円の

キャッシュ・フローがありましたが、原料価格の上昇による棚卸資産の増加などがあったことから、営業活動による

キャッシュ・フローは前中間連結会計期間より6,508百万円の増加にとどまりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

固定資産の譲渡による資金流入がありましたが、ほぼ同額の設備投資があったため投資活動からはほとんどキャッ

シュ・フローが生じませんでした。 

この結果、投資活動全体として前中間連結会計期間と比べて1,995百万円の増加となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは△6,279百万円となりました。この主な要因は社債の償還△3,420百万円と借

入金を純額で△1,346百万円返済したことなどによります。 

この結果、財務活動全体として前中間連結会計期間と比べて955百万円の減少となりました。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

(注) 上記以外の事業につきましては、役務の提供や重要性のないものであるため記載を省略しております。 

  

(2) 受注実績 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業 品名 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

生産高(千トン) 前年同期比(％) 

鉄鋼事業 

粗鋼 379 2.0 

圧延鋼材 783 △9.2 

加工鋼材 263 △6.6 

化学事業 無機薬品等 163 7.1 

事業 品名 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

鉄鋼事業 鋼材 35,499 13.9 4,919 △19.8 

エンジニア 

リング事業 

魚礁、総合 

建築工事等 
1,561 △4.5 2,633 21.9 



(3) 販売実績 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合につきましては、それぞれ100分の10未満でありま

すので記載を省略しております。 

３ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

(1)共同出資による棒線製造新会社の設立 

当社は、平成16年12月24日開催の取締役会において、新日本製鐵株式会社殿との共同出資により、棒線圧延を行

う製造会社を設立することを基本合意する決議を行い、平成17年４月１日に新会社を発足させました。 

その主な内容は以下の通りであります。 

①新会社設立の目的 

当社と新日本製鐵株式会社殿は、双方の棒線事業の競争力強化を目的として、共同出資により新会社を設

立しました。新会社は、当社から棒線圧延設備を購入し、当社と新日本製鐵株式会社殿から圧延業務を受託

する製造会社です。これにより当社は圧延設備の稼働率向上等を図り、また、新日本製鐵株式会社殿は西日

本地区における納期・デリバリー面等の対応力の向上を図ることができます。 

②設立期日 

平成17年４月１日 

③新会社の概要 

商号        株式会社ＮＳ棒線 

本店所在地   大阪府大阪市 

資本金      ４億９，９５０万円 

株主        新日本製鐵株式会社殿（出資比率60％）と株式会社中山製鋼所（同40％） 

代表者      柴田真之 

売上規模   ６０億円／年程度 

従業員     ０人（操業等は、当社に業務委託） 

  

事業 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

販売高(百万円) 前年同期比(％) 

鉄鋼事業 88,941 24.4 

エンジニアリング事業 1,378 52.1 

不動産事業 336 △4.5 

化学事業 5,822 10.6 

合計 96,478 23.7 



５ 【研究開発活動】 

当社グループでは、多様化・高度化する顧客ニーズへの対応、コスト低減を目的とした鉄鋼製造技術の向上をはじ

め、鉄に関連した複合材の高付加価値化、新規事業化をめざして研究開発活動を行っております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は73百万円であり、各事業部門別の研究の目的、主

要課題、研究開発費は次のとおりであります。 

  

(1) 鉄鋼事業 

鉄鋼事業においては、高付加価値・差別化新商品の開発を目指して、ホットコイル、厚中板、線材、棒鋼及びメッ

キ帯鋼の各製品について、その各種特性や加工性などについて一層の向上に重点を置いた研究・開発を行っておりま

す。 

なかでも薄板分野では、当社が世界ではじめて工業生産に成功した微細粒熱延鋼板につきまして、重点商品として

引続き精力的な研究・開発活動を展開しております。同鋼板の製造設備・技術は、「微細粒熱延鋼板の製造を可能と

した偏芯異径片駆動圧延装置の開発」として、平成15年度 大河内記念技術賞を受賞いたしました。現在、さらに溶接

性や加工性など優れた特性を有する微細粒鋼板の製品、製造技術の研究・開発に注力をいたしております。 

具体的には、当社独自研究および需要家の皆様方との共同研究活動のほか、財団法人 金属系材料研究センター殿ほ

かと「環境調和型超微細粒鋼創製基盤技術の開発」のプロジェクトを進めております。また、産学連携に関しては、

当社の技術と大学の知の蓄積とを結集させ、社会に役立つ独自商品の開発のために法人化された大学等との共同研究

も積極的に実施いたしております。 

これらによる当事業に係る研究開発費は27百万円であります。 

  

(2) エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業のうち海洋事業は、水産庁の公共事業として「作り育てる漁業」がうたわれている中、水産

資源増大ニーズにこたえるべく多様な増殖機能を有する増養殖礁の研究開発を水産庁、地元自治体および各種団体と

連携して進めております。 

また、新規事業として水産系廃棄物からの有価物抽出技術の開発及びバイオマスエネルギープラントの開発といっ

た環境エネルギー分野への取り組みを開始しております。 

これらによる当事業に係る研究開発費は45百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

平成17年４月に、新日本製鐵株式会社殿との共同出資による棒線製造新会社の設立に伴い、当社の主力工場であっ

た棒線工場を、新会社の株式会社ＮＳ棒線に下記のとおり移管いたしました。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間末において、重要な設備計画の変更はありません。 

ただし、前連結会計年度末に計画しておりました熱延ラインに関する維持更新、品質向上等の設備投資内容を見

直すこととなり、当該投資予定金額は2,000百万円から900百万円に削減し、次表の「その他設備」に含めておりま

す。 

  

(2) 重要な設備の新設 

当中間連結会計期間末において、重要な設備の新設の計画はありません。 

ただし、平成17年11月8日開催の取締役会において、「棒鋼オフライン精整設備」、「鋼片手入設備」、「第２製

品倉庫増設」の設備投資計画が、新たに承認されました。 

  

(3) 重要な設備の除却 

当中間連結会計期間末において、重要な設備の除却の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の
内容 

帳簿価額（百万円) 

構築物
機械及び
装置 

その他 合計 

当社 
船町工場 

（大阪市大正区） 
鉄鋼事業 圧延設備 398 2,416 52 2,867 



なお、平成17年11月18日現在の設備投資計画は下表のとおりとなっております。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他設備とは、転炉、電気炉、圧延などの各製造工場における既存設備の維持並びに部分改良等に係る投資で、毎期経

常的に発生するものです。 

３ 棒鋼製品の高級鋼化を目的とする検査・精整・手入設備の投資であります。 

４ 新鋭の脱硫・集塵設備を導入し、環境設備能力を強化するものであります。 

５ 主として既存設備の維持、更新に係る投資であるため、生産能力等が大幅に増加するものではありません。 

  

社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定金額

資金調達方法

着手及び完成予定 
完成後の
増加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 着手 完了 

当社 
船町工場 
(大阪市 
大正区) 

鉄鋼事業 

棒鋼オフライン精
整設備 1,855 ―

増資資金お
よび借入金 

平成17年
11月 

平成19年 
２月 品質向上

投資 
（注)３ 

鋼片手入設備 580 ―
増資資金お
よび借入金 

平成17年
11月 

平成19年 
７月 

第２製品倉庫増設 2,464 ―
増資資金お
よび借入金 

平成17年
11月 

平成19年 
７月 合理化投資

コークスガス脱硫
塔、コークス炉廻
り集塵強化など 

1,300 185
増資資金お
よび借入金 

平成17年
４月 

平成19年 
３月 

環境投資
(注)４ 

その他設備 
(注)２ 4,427 695

自己資金お
よび借入金 

平成17年
４月 

平成18年 
３月 維持更新

投資 
(注)５ エンジニア 

リング事業 金型 73 1
自己資金お
よび借入金 

平成17年
４月 

平成18年 
３月 

合計 10,699 882 ― ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)
上場証券取引所名 摘要 

普通株式 126,883,661 131,383,661

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

― 

計 126,883,661 131,383,661 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）転換社債型新株予約権付社債の行使による増加であります。 

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は7,639千株、日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は6,188千株及び2,850千株であります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平 成 17 年 ９ 月 30 日
（注） 

1,948,048 126,883,661 300 14,404 300 4,726

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

財団法人中山報恩会 大阪市中央区西心斎橋１丁目４－５ 10,683 8.41

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 7,639 6.02

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,188 4.87

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－３ 5,865 4.62

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 4,916 3.87

バンクオブニューヨーク 
ジーシーエムクライアント 
アカウンツイーアイエスジー 
（常任代理人 株式会社東京三
菱銀行） 

東京都千代田区丸の内2-7-1カストディ
業務部 

4,421 3.48

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口４) 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,850 2.24

尼崎製罐株式会社 尼崎市大島１丁目41－１ 1,992 1.57

中山持株共栄会 大阪市大正区船町１丁目１－66 1,844 1.45

資産管理サービス信託銀行株式
会社(信託Ｂ口) 

東京都中央区晴海1丁目８-12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ 

1,734 1.36

計 ― 48,135 37.93



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権は2個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 180,000

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 2,047,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

123,962,000 
123,962 ― 

単元未満株式 普通株式 694,661 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 126,883,661 ― ― 

総株主の議決権 ― 123,962 ― 

自己保有株式   253株

相互保有株式 中山三星建材㈱ 468株

  南海化学工業㈱ 499株

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

㈱中山製鋼所 
  
大阪市大正区船町１丁目 
１－66 

180,000 ― 180,000 0.14

(相互保有株式)   

中山三星建材㈱ 堺市山本町６丁124 1,086,000 ― 1,086,000 0.86

南海化学工業㈱ 
  
大阪市西区南堀江１丁目 
12－19 

961,000 ― 961,000 0.76

計 ― 2,227,000 2,227,000



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の売買実績によっております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 462 458 474 515 559 643

最低(円) 395 405 431 460 501 551



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書き

により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    6,601 12,096   6,710 

２ 受取手形及び売掛金 ※３  38,501 35,152   45,206 

３ 有価証券 ※２  49 56   56 

４ たな卸資産    22,254 31,883   25,637 

５ 繰延税金資産    208 445   255 

６ その他 ※３  2,181 4,144   1,114 

貸倒引当金    △386 △388   △509 

流動資産合計    69,410 32.5 83,390 38.0   78,470 35.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※3,4        

(1) 建物及び構築物   50,640   48,038 49,469   

  減価償却累計額   △29,459 21,181 △28,724 19,313 △29,196 20,272 

(2) 機械及び装置   173,261   148,646 166,698   

  減価償却累計額   △126,651 46,610 △109,035 39,610 △123,914 42,783 

(3) 車両及び運搬具   2,334   2,220 2,274   

  減価償却累計額   △1,906 428 △1,830 389 △1,881 393 

(4) 工具器具及び備品   5,799   5,237 5,773   

  減価償却累計額   △5,030 768 △4,475 761 △5,010 762 

(5) 土地 ※５  67,928 66,627   67,686 

(6) 建設仮勘定    688 1,007   1,590 

有形固定資産合計    137,604 64.5 127,710 58.2   133,488 61.0

２ 無形固定資産          

(1) ソフトウェア    368 307   120 

(2) 公共施設負担金    274 237   256 

(3) その他    367 317   370 

無形固定資産合計    1,009 0.5 862 0.4   747 0.3

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２  3,802 5,882   4,551 

(2) 繰延税金資産    16 127   16 

(3) その他    2,038 1,651   1,626 

 貸倒引当金    △612 △287   △183 

投資その他の資産 
合計    5,244 2.5 7,373 3.4   6,010 2.8

固定資産合計    143,859 67.5 135,946 62.0   140,246 64.1

Ⅲ 繰延資産          

１ 社債発行差金    5 0   2 

繰延資産合計    5 0.0 0 0.0   2 0.0

資産合計    213,275 100.0 219,337 100.0   218,720 100.0
           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※2,3  24,333 25,156   24,593 

２ 短期借入金 ※2,3  43,287 40,667   39,552 

３ １年以内に償還予定 
  の普通社債 ※３  7,200 4,190   7,440 

４ 未払金    3,335 3,085   3,652 

５ 未払法人税等    576 792   2,030 

６ 未払費用    1,167 1,234   1,221 

７ 賞与引当金    1,031 1,313   1,126 

８ 設備解体引当金    ― 588   687 

９ その他    785 778   1,149 

流動負債合計    81,717 38.3 77,808 35.5   81,454 37.2

Ⅱ 固定負債          

１ 普通社債 ※３  4,350 120   290 

２ 転換社債型 
  新株予約権付社債    2,950 ―   600 

３ 長期借入金 ※2,3  33,672 34,984   37,446 

４ 退職給付引当金    4,886 4,633   4,803 

５ 特別修繕引当金    23 16   11 

６ 連結調整勘定    5,039 5,018   5,176 

７ 繰延税金負債    7,032 7,716   7,408 

８ 再評価に係る 
  繰延税金負債 ※５  11,685 11,732   11,686 

９ その他    266 491   268 

固定負債合計    69,904 32.8 64,714 29.5   67,691 31.0

負債合計    151,621 71.1 142,523 65.0   149,146 68.2

           

(少数株主持分)          

少数株主持分    12,440 5.8 14,056 6.4   13,236 6.0

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    12,929 6.1 14,404 6.6   14,104 6.5

Ⅱ 資本剰余金    7,006 3.3 8,926 4.1   8,626 3.9

Ⅲ 利益剰余金    13,528 6.3 22,674 10.3   16,270 7.4

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５  16,815 7.9 15,775 7.2   16,817 7.7

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    620 0.3 1,327 0.6   855 0.4

Ⅵ 自己株式 ※２  △1,687 △0.8 △351 △0.2   △337 △0.1

資本合計    49,213 23.1 62,757 28.6   56,337 25.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計    213,275 100.0 219,337 100.0   218,720 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    77,992 100.0 96,478 100.0   173,562 100.0

Ⅱ 売上原価    66,011 84.6 81,047 84.0   146,125 84.2

売上総利益    11,980 15.4 15,431 16.0   27,436 15.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 販売費 ※１ 996   978 1,887   

２ 一般管理費 ※１ 4,061 5,058 6.5 4,380 5,359 5.6 8,173 10,061 5.8

営業利益    6,922 8.9 10,072 10.4   17,374 10.0

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   8   10 15   

２ 受取配当金   25   89 69   

３ 連結調整勘定償却額   170   159 322   

４ 受取賃貸料   68   76 125   

５ 受取販売手数料   64   71 142   

６ その他   116 453 0.6 111 517 0.5 228 904 0.5

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   1,062   866 1,991   

２ その他   354 1,416 1.8 482 1,349 1.4 651 2,642 1.5

経常利益    5,959 7.6 9,240 9.6   15,636 9.0

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券売却益   ―   ― 1,056   

２ その他 ※２ ― ― ― 7 7 0.0 21 1,078 0.6

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産減損損失 ※５ ―   1,210 ―   

２ 固定資産除却損 ※３ 492   299 4,238   

３ 役員退職慰労金   ―   215 ―   

４ 棚卸資産評価損   ―   170 ―   
５ 設備解体引当金 
  繰入額   ―   58 687   

６ 営業移転損失   754   ― 754   

７ 長期休止設備に係る 
  費用   258   ― 434   

８ その他 ※４ 112 1,616 2.1 72 2,028 2.1 452 6,566 3.8

税金等調整前 
中間(当期)純利益    4,342 5.6 7,220 7.5   10,148 5.8

法人税、住民税 
及び事業税   503   732 1,641   

法人税等調整額   △874 △371 △0.5 △770 △38 △0.0 △730 910 0.5

少数株主利益    564 0.7 790 0.8   2,026 1.1

中間(当期)純利益    4,149 5.3 6,467 6.7   7,210 4.2

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,981 8,626   6,981

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 転換社債型新株予約権付
社債の行使による増加額 

25 300 1,200 

２ 自己株式処分差益 ― 25 ― 300 444 1,644

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  7,006 8,926   8,626

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   9,693 16,270   9,693

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 4,149 6,467 7,210 

２ 土地再評価差額金 
  取崩額 

1 4,150 587 7,055 ― 7,210

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 315 600 631 

２ 役員賞与 ― 50 ― 

３  連結子会社の自己株式 
処分差損 

― 0 1 

４  土地再評価差額金取崩額 ― 315 ― 651 0 633

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  13,528 22,674   16,270

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 4,342 7,220 10,148

減価償却費  3,852 3,281 7,669

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 101 △16 △203

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 79 186 175

退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 △121 △169 △204

特別修繕引当金の増減額 
(減少：△) 

 6 4 ―

受取利息及び受取配当金  △34 △99 △84

支払利息  1,062 866 1,991

固定資産売却損  6 0 80

固定資産除却損  492 299 4,238

固定資産減損損失  ― 1,210 ―

投資有価証券評価損  ― ― 16

投資有価証券売却益  ― ― △1,056

特別退職金  3 32 3

設備解体引当金繰入額  ― 58 687

営業移転損失  754 ― 754

長期休止設備に係る費用  136 105 434

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 △4,541 9,936 △11,259

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 △4,010 △6,416 △7,393

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 3,001 141 3,248

未払消費税等の増減額 
(減少：△) 

 △72 △156 210

その他  748 △2,569 1,364

小計  5,805 13,918 10,819

解体撤去費用  ― △254 △642

長期休止設備に係る支出  △136 △103 △434

特別退職金の支払額  △3 △32 △3

法人税等の支払額  △423 △1,945 △605

その他  △169 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,073 11,582 9,134



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有価証券の売却による収入  ― ― 1

有形固定資産の取得による 
支出 

 △1,776 △2,227 △3,590

有形固定資産の売却による 
収入 

 13 2,830 288

無形固定資産の取得による 
支出 

 △41 △201 △80

投資有価証券の取得による 
支出 

 △12 △433 △350

投資有価証券の売却による 
収入 

 0 △0 16

貸付による支出  △101 △54 △229

貸付金の回収による収入  50 26 152

利息及び配当金の受取額  34 98 85

その他  △78 44 △44

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,911 83 △3,749

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
(減少：△) 

 △1,392 2,707 △5,768

長期借入れによる収入  5,784 4,700 17,200

長期借入金の返済による 
支出 

 △8,081 △8,754 △15,082

社債の発行による収入  3,174 ― 3,174

社債の償還による支出  △3,400 △3,420 △7,224

自己株式の売却による収入  ― ― 3,004

自己株式の取得による支出  ― △13 △22

連結子会社の自己株式取得
による支出 

 ― ― △70

配当金の支払額  △313 △598 △626

少数株主への配当金の 
支払額 

 △15 △27 △15

利息の支払額  △1,071 △873 △2,007

その他  △9 △0 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,324 △6,279 △7,438

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
(減少：△) 

 △2,162 5,386 △2,054

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 8,764 6,710 8,764

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 6,601 12,096 6,710

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ７社 

 会社名 中山興産㈱、中

山三星建材㈱、南海化

学工業㈱、三星商事

㈱、三星海運㈱、中山

通商㈱、三泉シヤー㈱ 

(1) 連結子会社の数 ７社 

 会社名 中山興産㈱、中

山三星建材㈱、南海化

学工業㈱、三星商事

㈱、三星海運㈱、中山

通商㈱、三泉シヤー㈱ 

(1) 連結子会社の数 ７社 

 会社名 中山興産㈱、中

山三星建材㈱、南海化

学工業㈱、三星商事

㈱、三星海運㈱、中山

通商㈱、三泉シヤー㈱ 

  (2) 主要な非連結子会社の

名称等 

 主要な非連結子会社名 

  新星鋼機㈱、㈱サンマ

ルコ、興南産業㈱、他７

社 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

 主要な非連結子会社名 

  新星鋼機㈱、㈱サンマ

ルコ、興南産業㈱、他７

社 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

 主要な非連結子会社名 

  新星鋼機㈱、㈱サンマ

ルコ、興南産業㈱、他７

社 

   (連結の範囲から除いた理

由) 

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

 (連結の範囲から除いた理

由) 

同左 

 (連結の範囲から除いた理

由) 

 非連結子会社は、いずれ

も小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の関連会社

数 

  なし 

(1) 持分法適用の関連会社

数 

  なし 

(1) 持分法適用の関連会社

数 

  なし 

  (2) 持分法を適用していな

い非連結子会社(新星鋼

機㈱、㈱サンマルコ、興

南産業㈱、他７社)及び

関連会社（㈱ＮＳボルテ

ン及び㈱エネシス）は、

それぞれ中間連結純損益

及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても

重要性がないため持分法

の適用範囲から除外して

おります。 

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社(新星鋼

機㈱、㈱サンマルコ、興

南産業㈱、他７社)及び

関連会社（㈱ＮＳボルテ

ン、㈱エネシス及び㈱Ｎ

Ｓ棒線）は、それぞれ中

間連結純損益及び連結利

益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2) 持分法を適用していな

い非連結子会社(新星鋼

機㈱、㈱サンマルコ、興

南産業㈱、他７社)及び

関連会社(㈱ＮＳボルテ

ン及び㈱エネシス)は、

それぞれ連結純損益及び

連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性

がないため持分法の適用

範囲から除外しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 全ての連結子会社の中間

期の末日は、中間連結決算

日(９月30日)と一致してお

ります。 

同左  全ての連結子会社の事業

年度の末日は、連結決算日

(３月31日)と一致しており

ます。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   …償却原価法(定額

法)によっており

ます。 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   … 同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ① 有価証券 

   満期保有目的の債券 

   … 同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

     その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法によっており

ます。(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定し

ております。) 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   … 同左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

によっておりま

す。( 評 価 差 額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定し

ております。) 

     時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法によってお

ります。 

   時価のないもの 

   … 同左 

   時価のないもの 

   … 同左 

   ② デリバティブ 

   …時価法によってお

ります。 

 ② デリバティブ 

   … 同左 

 ② デリバティブ 

   … 同左 

   ③ たな卸資産 

   …主として総平均法

による原価法によ

っております。 

 ③ たな卸資産 

   … 同左 

 ③ たな卸資産 

   … 同左 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   主として定額法によ

っております。なお、

主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

   建物及び構築物… 

10～50年 

   機械及び装置 … 

７～15年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産 

   定額法によっており

ます。ただし、自社利

用のソフトウェアにつ

いては、社内における

利用可能期間(５年)に

基づく定額法によって

おります。 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 繰延資産の処理方法 

 ① 社債発行費 

支出時に全額費用処

理しております。 

(3) 繰延資産の処理方法 

 ①   ― 

(3) 繰延資産の処理方法 

 ① 社債発行費 

   支出時に全額費用処

理しております。 

   ② 社債発行差金 

社債の償還期間(３

年６ヶ月、６年又は７

年)で均等償却してお

ります。 

 ② 社債発行差金 

社債の償還期間(７

年)で均等償却してお

ります。 

 ② 社債発行差金 

 社債の償還期間(６

年又は７年)で均等償

却しております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (4) 重要な引当金の計上基
準 
 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる
損失に備えるため、一
般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可
能性を検討し、回収不
能見込額を計上してお
ります。 

(4) 重要な引当金の計上基
準 
 ① 貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基
準 
 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 
従業員の賞与の支払
いに備えるため、賞与
支給見込額のうち、当
中間連結会計期間負担
額を計上しておりま
す。 

 ② 賞与引当金 
同左 

 ② 賞与引当金 
従業員の賞与の支払
いに備えるため、賞与
支給見込額のうち、当
期負担額を計上してお
ります。 

   ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ております。 
数理計算上の差異に
ついては、その発生時
の従業員の平均残存勤
務年数以内の一定の年
数(10年)による定額法
により翌連結会計年度
から費用処理しており
ます。 

 ③ 退職給付引当金 
同左 

 ③ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
連結会計年度末におい
て発生していると認め
られる額を計上してお
ります。 
数理計算上の差異に
ついては、その発生時
の従業員の平均残存勤
務年数以内の一定の年
数(10年)による定額法
により翌連結会計年度
から費用処理しており
ます。 

   ④ 特別修繕引当金 
周期的に大規模な修
繕を要する船舶等につ
き、将来の修繕に備え
るため、合理的基準に
基づく必要額を毎期継
続して計上しておりま
す。 

 ④ 特別修繕引当金 
同左 

 ④ 特別修繕引当金 
同左 

  ――― ⑤ 設備解体引当金 
当中間連結会計期間
以降に除却することを
決定した第２高炉など
の設備解体に係わる支
出に備えるため、合理
的に見積もった所要額
を計上しております。 

 ⑤ 設備解体引当金 
翌連結会計年度に除
却することを決定した
第２高炉などの設備解
体に係わる支出に備え
るため、合理的に見積
もった所要額を計上し
ております。 

  (5) 重要なリース取引の処
理方法 
  リース物件の所有者が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処
理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処
理方法 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (6) 重要なヘッジ会計の方
法 
 ① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッ
ジ処理によっておりま
す。なお、特例処理の
要件を充たしている金
利スワップについては
特例処理によっており
ます。 

(6) 重要なヘッジ会計の方
法 
 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方
法 
 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

  ・ヘッジ手段 
デリバティブ取引
(金利スワップ取引及
び金利キャップ取引) 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

  ・ヘッジ手段 
同左 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 

  ・ヘッジ手段 
同左 

    ・ヘッジ対象 
主に市場金利等の変
動によりキャッシュ・
フローが変動するもの
(変動金利の借入金等) 

 ・ヘッジ対象
同左 

 ・ヘッジ対象 
同左 

   ③ ヘッジ方針 
当グループは内部規
程である「デリバティ
ブ取引管理規程」に基
づき、金利変動リスク
をヘッジしておりま
す。 

③ ヘッジ方針
同左 

③ ヘッジ方針 
同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の
方法 
ヘッジ対象のキャッ
シュ・フロー変動の累
計又は相場変動とヘッ
ジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計又は
相場変動を半期毎に比
較し、両者の変動額等
を基礎にして、ヘッジ
有効性を評価しており
ます。ただし、特例処
理によっている金利ス
ワップについては、有
効性の評価を省略して
おります。 

④ ヘッジ有効性評価の
方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の
方法 

同左 

  (7) その他中間連結財務諸
表作成のための基本とな
る重要な事項 
  消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理
は税抜き方式によって
おります。 

(7) その他中間連結財務諸
表作成のための基本とな
る重要な事項 
  消費税等の会計処理 

同左 

(7) その他連結財務諸表作
成のための基本となる重
要な事項 
  消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
( 連結キャッシ
ュ・フロー計算
書)における資金
の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金
(現金及び現金同等物)は、
手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっており
ます。 

同左 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金
及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短
期投資からなっておりま
す。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

  
―――  

（固定資産の減損に係る 
 会計基準） 
  当中間連結会計期間より固定
資産の減損に係る会計基準
（「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年8
月9日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15
年10月31日 企業会計基準適用
指針第6号）を適用しておりま
す。これにより税金等調整前中
間純利益は1,210百万円減少し
ております。なお、減損損失累
計額については、改正後の中間
連結財務諸表規則に基づき各資
産の金額から直接控除しており
ます。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました特別

損失の「貯蔵品等廃棄損」（当中間連結会計期間27百万

円）、「貸倒損失」（当中間連結会計期間5百万円）

は、金額の重要性が乏しくなりましたので、当中間連結

会計期間から特別損失の「その他」に含めて表示してお

ります。 

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 １ 受取手形 
   割引高 

4,049百万円

   受取手形裏書 
   譲渡高 

104 

 １ 受取手形裏書
   譲渡高 

12百万円

    

１ 受取手形
   割引高 

2,552百万円

  受取手形裏書 
   譲渡高 

191 

※２ 有価証券及び投資有価証券は

借入金の担保並びに土地賃借保

証のために差入れております。 

※２ 有価証券及び投資有価証券は

借入金の担保並びに土地賃借保

証のために差入れております。 

※２ 有価証券及び投資有価証券は

借入金の担保並びに土地賃借保

証のために差入れております。 

 ① 借入金の担保に供している有

価証券の帳簿価額 

投資有価証券 726百万円

自己株式 651 

 ① 借入金の担保に供している有

価証券の帳簿価額 

投資有価証券 344百万円

自己株式 98 

 ① 借入金の担保に供している有

価証券の帳簿価額 

投資有価証券 607百万円

自己株式 98 

 ② 同上担保による債務残高 

短期借入金 220百万円

長期借入金 608 

(１年以内返済分を含む) 

買掛金 0百万円

 ② 同上担保による債務残高 

短期借入金 712百万円

買掛金 60 

  

   

 ② 同上担保による債務残高 

短期借入金 647百万円

長期借入金 149 

(１年以内返済分を含む) 

買掛金 68百万円

 ③ 土地賃借保証のために差入れ

ている有価証券の帳簿価額 

有価証券 47百万円

投資有価証券 256 

 ③ 土地賃借保証のために差入れ

ている有価証券の帳簿価額 

有価証券 56百万円

投資有価証券 295 

 ③ 土地賃借保証のために差入れ

ている有価証券の帳簿価額 

有価証券 56百万円

投資有価証券 295 

 ④ 中山共同発電㈱及び中山名古

屋共同発電㈱の金融機関借入金

の保証のために差入れている有

価証券の帳簿価額 

投資有価証券 37百万円

 ④ 中山共同発電㈱及び中山名古

屋共同発電㈱の金融機関借入金

の保証のために差入れている有

価証券の帳簿価額 

投資有価証券 37百万円

 ④ 中山共同発電㈱及び中山名古

屋共同発電㈱の金融機関借入金

の保証のために差入れている有

価証券の帳簿価額 

投資有価証券 37百万円

――― ⑤ 中山共同発電㈱及び中山名古

屋共同発電㈱の操業及び定期検

査等の受託業務に対する保証と

して差入れている有価証券の帳

簿価額 

投資有価証券 9百万円

 ⑤ 中山共同発電㈱及び中山名古

屋共同発電㈱の操業及び定期検

査等の受託業務に対する保証と

して差入れている有価証券の帳

簿価額 

投資有価証券 9百万円

※３ 

(1) 有形固定資産は、次のとおり長

期資金借入のため工場財団抵当に

供しております。 

 ① 工場財団組成物件の帳簿価額 

機械及び 
装置 

44,219百万円

土地 36,225 

建物及び 
構築物 

15,906 

工具器具 
及び備品 

403 

車両及び 
運搬具 

81 

合計 96,836 

※３ 

(1) 有形固定資産は、次のとおり長

期資金借入のため工場財団抵当に

供しております。 

 ① 工場財団組成物件の帳簿価額 

機械及び
装置 

37,359百万円

土地 36,225 

建物及び
構築物 

14,206 

工具器具
及び備品 

407 

車両及び
運搬具 

67 

合計 88,265 

※３ 

(1) 有形固定資産は、次のとおり長

期資金借入のため工場財団抵当に

供しております。 

 ① 工場財団組成物件の帳簿価額 

機械及び
装置 

40,466百万円

土地 36,225 

建物及び
構築物 

15,039 

工具器具
及び備品 

393 

車両及び
運搬具 

70 

合計 92,195 



  
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 ② 同上担保による債務残高 

短期借入金 658百万円

長期借入金 33,114 

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 5,500 

(１年以内償還分を含む) 

 ② 同上担保による債務残高 

短期借入金 200百万円

長期借入金 23,347 

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 4,000 

(１年以内償還分を含む) 

 ② 同上担保による債務残高 

短期借入金 200百万円

長期借入金 28,642 

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 5,500 

(１年以内償還分を含む) 

(2) 前掲のほか有形固定資産、受取

手形及び売掛金、その他の流動資

産の一部は次のとおり担保に供し

ております。 

(2) 前掲のほか有形固定資産、受取

手形及び売掛金、その他の流動資

産の一部は次のとおり担保に供し

ております。 

(2) 前掲のほか有形固定資産、受取

手形、たな卸資産の一部は、次の

とおり担保に供しております。 

 ① 担保資産の帳簿価額 

土地 27,833百万円

建物及び 
構築物 

2,931 

その他の 
有形固定 
資産 

29 

 有形固定 
 資産 
 小計 

30,795 

受取手形 
及び 
売掛金 

800 

その他の 
流動資産 

7 

合計 31,603 

 ① 担保資産の帳簿価額 

土地 18,878百万円

建物及び
構築物 

1,890 

その他の
有形固定 
資産 

5 

 有形固定
 資産 
 小計 

20,773 

その他の
流動資産 

7 

    

合計 20,781 

 ① 担保資産の帳簿価額 

土地 19,851百万円

建物及び
構築物 

1,963 

その他の
有形固定 
資産 

10 

有形固定 
 資産 
 小計 

21,825 

受取手形
及び 
売掛金 

800 

その他の
流動資産 

7 

合計 22,633 

 ② 同上担保による根抵当権極度

額 

  2,970百万円

 ② 同上担保による根抵当権極度

額 

  2,970百万円

 ② 同上担保による根抵当権極度

額 

  2,970百万円

 ③ 同上担保による債務残高 

短期借入金 2,522百万円

長期借入金 4,052 

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 5,700 

(１年以内償還分を含む) 

支払手形 
及び買掛金 

75 

 ③ 同上担保による債務残高 

短期借入金 1,695百万円

長期借入金 4,124 

(１年以内返済分を含む) 

支払手形

及び買掛金 
77 

  

    

 ③ 同上担保による債務残高 

短期借入金 1,270百万円

長期借入金 4,003 

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 1,900 

(１年以内償還分を含む) 

支払手形
及び買掛金 

91 

※４ 重要な休止固定資産 

   有形固定資産に含まれる重要

な休止固定資産は次のとおりで

あります。なお、当該有形固定

資産の減価償却費は特別損失の

「長期休止設備に係る費用」に

含めて計上しております。 

機械及び 
装置 

2,699百万円

※４     ――― ※４     ――― 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

――― ――― ※５ 土地の再評価について 

   当社は、「土地の再評価に関

する法律」(平成10年３月31日

公布 法律第34号)及び「土地

の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」(平成13年３月

31日公布 法律第19号)に基づ

き、事業用の土地の再評価を行

い、土地再評価差額金を資本の

部に計上しております。 

  再評価の方法 

   土地の再評価に関する法律施

行令(平成10年３月31日公布

政令第119号)第２条第４号に定

める地価税の課税価格の基礎と

なる土地の価格の算定方法に合

理的な調整を行って算定してお

ります。 

  再評価を行った年月 

   平成14年３月31日 

  再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

△11,666百万円 

 ６ 保証債務 

   従業員及び関係会社の金融機

関借入金について保証しており

ます。 

  保証残高 

従業員 
(住宅資金) 

365百万円

エヒメシャー 
リング㈱ 

111 

㈱サンマルコ 100 

合計 576 

 ６ 保証債務 

   従業員及び関係会社の金融機

関借入金について保証しており

ます。 

  保証残高 

従業員
(住宅資金) 

320百万円

エヒメシャー
リング㈱ 

111

㈱サンマルコ 100

合計 531 

 ６ 保証債務 

   従業員及び関連会社の金融機

関借入金について保証しており

ます。 

  
保証債務 
残高 

従業員
(住宅資金) 

346百万円

エヒメシャー 
リング㈱ 

111 

㈱サンマルコ 100 

合計 557 

７貸出コミットメントライン契約 

   当社においては、社債の償還

資金の調達を行うために、取引

金融機関と貸出コミットメント

ライン契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく当中間連

結会計年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

貸出コミット 
メントライン 
契約の総額 

10,900百万円

借入実行残高 5,300 

差引額 5,600 

    

７    ――― ７貸出コミットメントライン契約 

   当社においては、社債の償還

資金の調達を行うために、取引

金融機関と貸出コミットメント

ライン契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

貸出コミット 
メントライン 
契約の総額 

5,000百万円

借入実行残高 500 

差引額 4,500 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

販売運送費 858百万円

退職給付費用 171  

給料諸手当 1,252  

賞与手当 274  

賞与引当金 
繰入額 

186  

役員退職金 49  

役員報酬 169  

福利厚生費 269  

減価償却費 194  

賃借料 286  

外注作業費 199  

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

販売運送費 941百万円

退職給付費用 136  

給料諸手当 1,295  

賞与手当 376  

賞与引当金
繰入額 

225  

役員報酬 212  

福利厚生費 423  

減価償却費 196  

賃借料 301  

外注作業費 166  

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

販売運送費 1,625百万円

退職給付費用 270  

給料諸手当 2,510  

賞与手当 640  

賞与引当金
繰入額 

274  

役員退職金 59  

役員報酬 344  

福利厚生費 650  

減価償却費 397  

賃借料 577  

外注作業費 385  

――― ※２ 特別利益その他の内訳は 

  貸倒引当金戻入額によるもので

あります。 

※２ 同左 

※３ 固定資産除却損の内訳 

機械及び装置 150百万円

建物等 128  

撤去費用等 213  

合計 492  

※３ 固定資産除却損の内訳 

機械及び装置 169百万円

建物等 60  

撤去費用等 70  

合計 299  

※３ 固定資産除却損の内訳 

機械及び装置 2,844百万円

建物等 818  

撤去費用等 575  

合計 4,238  

※４ その他の特別損失の内訳 

台風災害 

復旧費 

 

64

 

百万円

貯蔵品等 

廃棄損 

 

27

 

固定資産 

売却損 

 

6

 

貸倒損失 5  

その他 7  

合計 112  

※４ その他の特別損失の内訳 

特別退職金 32百万円

設備修理 

負担金 

 

15

 

台風災害 

復旧費 

 

12

 

貯蔵品等 

廃棄損 

 

9

 

会員権評価損 1  

その他 0  

合計 72  

※４ その他の特別損失の内訳 

貯蔵品等 
廃棄損 

 
167

 
百万円

固定資産 
売却損 

 
80

 

石油石炭税 
調整額 

 
69

 

長期滞留在庫
評価減 

 
43

 

有機化学構造 
改革費用 

 
24

 

台風災害 
復旧費 

 
24

 

投資有価証券
評価損 

 
17

 

会員権評価損 16  

その他 7  

合計 452  



  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ※５ 減損損失 

  当社グループは、事業用資産

については事業セグメント毎

に、遊休資産及び賃貸資産につ

いては物件単位毎にグルーピン

グを実施しております。近年の

地価の下落により、帳簿価額に

対して著しく時価が下落してい

る以下の資産グループについ

て、回収可能価額まで減額し当

該減少額1,210百万円を固定資

産減損損失として特別損失に計

上しております。 

固定資産減損損失の内訳は、遊

休資産1,210百万円（土地1,060

百万円、建物150百万円）とな

っております。なお、回収可能

価額は正味売却価額により測定

し、時価は主として鑑定評価額

を使用しております。 

用途 遊休資産 

種類 土地 

場所 静岡県静岡市他 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,601百万円

現金及び現金 
同等物 

6,601  

  

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 12,096百万円

現金及び現金
同等物 

12,096  

  

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,710百万円

現金及び現金
同等物 

6,710  

 



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及 
び装置 

1,241 262 978

工具器 
具及び 
備品 

511 325 185

その他 64 54 10

合計 1,816 642 1,174

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及 
び装置 

1,383 366 1,017

工具器 
具及び 
備品 

624 291 333

その他 12 7 4

合計 2,020 665 1,354

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

1,298 294 1,004

工具器
具及び 
備品 

616 335 281

その他 64 57 6

合計 1,980 687 1,292

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 191百万円

１年超 998  

合計 1,189  

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 260百万円

１年超 1,111  

合計 1,371  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 228百万円

１年超 1,080  

合計 1,308  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 123百万円

減価償却費 
相当額 

110  

支払利息相当額 12  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 150百万円

減価償却費
相当額 

137  

支払利息相当額 13  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 250百万円

減価償却費
相当額 

225  

支払利息相当額 25  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

１年以内 5百万円

１年超 ―  

合計 5  

２ オペレーティング・リース取引 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

未経過リース料  

１年以内 ―百万円

１年超 ―  

合計 ―  

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料  

１年以内 1百万円

１年超 0  

合計 1  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

有価証券 

① 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

② その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

③ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

有価証券 

① 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 304 313 9

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 304 313 9

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,286 2,518 1,232

(2) 債券  

 国債、地方債等 ― ― ―

 社債 2 2 ―

 その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 1,288 2,520 1,232

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,017 

 その他 10

合計 1,027

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 352 360 8

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 352 360 8



② その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

③ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

有価証券 

① 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

② その他有価証券で時価のあるもの 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,607 4,188 2,580

(2) 債券  

 国債、地方債等 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 1,607 4,188 2,580

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,399 

 その他 ―

合計 1,399

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 国債・地方債等 352 360 8

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 352 360 8

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,577 3,255 1,678

(2) 債券  

 国債、地方債等 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 1,577 3,255 1,678



③ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

(注) 前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について５百万円、時価のない株式について12百万円の減損処

理を行っております。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得価額に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのないほど著

しい下落があったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前へ     

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,000 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

  
鉄鋼事業 
  

(百万円) 

エンジニア
リング事業 
(百万円) 

不動産事業
  

(百万円) 

化学事業
  

(百万円) 

計
  

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 71,469 906 351 5,265 77,992 ― 77,992

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 176 431 253 43 905 (905) ―

計 71,646 1,338 604 5,308 78,897 (905) 77,992

営業費用 64,989 1,436 403 5,098 71,928 (858) 71,069

営業利益（△は営業損失） 6,656 △98 201 209 6,969 (46) 6,922

  
鉄鋼事業 
  

(百万円) 

エンジニア
リング事業 
(百万円) 

不動産事業
  

(百万円) 

化学事業
  

(百万円) 

計
  

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 88,941 1,378 336 5,822 96,478 ― 96,478

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 117 508 300 52 979 (979) ―

計 89,059 1,886 637 5,875 97,458 (979) 96,478

営業費用 79,282 1,907 396 5,735 87,322 (915) 86,406

営業利益（△は営業損失） 9,777 △20 240 139 10,136 (63) 10,072



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っておりま

す。 

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称等 

(1) 鉄鋼事業…熱延鋼帯、厚板、中板、縞板、鍍金鋼帯、線材、バーインコイル、棒鋼、軽量Ｃ形鋼、パイプ、線材二次製

品、高力ボルト、コークス、鋼片、副産物 等 

(2) エンジニアリング事業…建築総合工事、鋼製魚礁、増殖礁、ロール、バルブ、産業機械 等 

(3) 不動産事業…不動産の賃貸、販売 等 

(4) 化学事業…化学工業薬品 等 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)において、本邦以

外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  
鉄鋼事業 
  

(百万円) 

エンジニア
リング事業 
(百万円) 

不動産事業
  

(百万円) 

化学事業
  

(百万円) 

計
  

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
  

(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 159,538 2,014 597 11,410 173,562 ― 173,562

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 364 1,269 501 89 2,225 (2,225) ―

計 159,903 3,284 1,099 11,500 175,787 (2,225) 173,562

営業費用 143,305 3,281 717 11,065 158,370 (2,183) 156,187

営業利益 16,597 2 381 435 17,416 (41) 17,374



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 467円47銭 １株当たり純資産額 503円96銭 １株当たり純資産額 459円08銭

１株当たり中間純利益 
金額 

39円44銭
１株当たり中間純利益
金額 

52円02銭
１株当たり当期純利益 
金額 

63円45銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額 

36円12銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金額 

51円93銭
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

58円77銭

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利
益金額 

 

中間(当期)純利益 
(百万円) 

4,149 6,467 7,210

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― 50

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円) 

4,149 6,467 7,160

期中平均株式数(千株) 105,204 124,325 112,864

   

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) 

― ― ―

普通株式増加数(千株) 9,577 216 1,948

（うち、転換社債型新株
予約権付社債） 

(9,577) (216) (1,948)

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益の
算定に含まれなかった潜在
株式の概要 

― ― ―

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

― 提出会社は、平成17年11月18日に
開催されました取締役会決議に基づ
き、次のとおり新株式の発行を行っ
ております。この結果、平成17年12
月5日付けで資本金は、15,538百万
円、発行済株式総数は131,383,661
株となっております。 
（1）公募による新株式発行 
①発行新株式の 普通株式 
種類及び数      4,500,000株 
②発行価格   1株につき 

524円 

― 



  

  

 (2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

― ③発行価額   1株につき
502.36円 

④発行価額の総額 
2,260,620,000円 

⑤資本組入額  1株につき 
252円 

⑥資本組入額の総額 
1,134,000,000円 

⑦申込期間 
平成17年11月29日～ 
平成17年11月30日 

⑧払込期日 
平成17年12月5日 

  
⑨配当起算日 

平成17年10月1日 
⑩資金の使途 設備資金 
（注）発行価格と発行価額との差額

の総額は、引受人の手取金と
なっております。 

― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    2,799 7,877   1,922 

２ 受取手形    772 831   1,102 

３ 売掛金    24,290 23,434   28,904 

４ 有価証券 ※２  47 56   56 

５ たな卸資産    14,922 22,019   17,271 

６ その他 ※２  1,624 1,249   654 

貸倒引当金    △6 △4   △5 

流動資産合計    44,450 28.9 55,463 35.5   49,906 32.1

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※1,2 
3        

１ 建物    11,989 11,106   11,498 

２ 構築物    5,626 4,658   5,168 

３ 機械及び装置    43,486 36,148   39,712 

４ 土地 ※５  43,067 41,830   42,887 

５ 建設仮勘定    440 977   1,103 

６ その他    524 504   497 

有形固定資産合計    105,135 68.4 95,225 60.9   100,866 65.0

(2) 無形固定資産          

１ ソフトウェア    332 254   60 

２ その他    499 423   488 

無形固定資産合計    831 0.5 677 0.4   548 0.4

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券 ※２  3,209 4,869   3,792 

２ その他    233 164   195 

 貸倒引当金    △37 △37   △37 

投資その他の資産 
合計    3,405 2.2 4,996 3.2   3,950 2.5

固定資産合計    109,372 71.1 100,899 64.5   105,365 67.9

Ⅲ 繰延資産          

１ 社債発行差金    5 0   2 

繰延資産合計    5 0.0 0 0.0   2 0.0

資産合計    153,828 100.0 156,363 100.0   155,274 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    600 376   623 

２ 買掛金    11,971 12,780   12,286 

３ 短期借入金 ※２  31,942 30,628   29,327 

４ １年以内に償還の 
  普通社債 ※２  7,200 4,000   7,400 

５ 未払金    2,827 2,689   2,431 

６ 未払法人税等    64 83   126 

７ 賞与引当金    504 728   528 

８ 設備解体引当金    ― 588   687 

９ その他 ※４  2,026 2,939   3,469 

流動負債合計    57,137 37.2 54,814 35.1   56,881 36.6

Ⅱ 固定負債          

１ 普通社債 ※２  4,000 ―   ― 

２ 転換社債型 
  新株予約権付社債    2,950 ―   600 

３ 長期借入金 ※２  29,542 31,234   33,148 

４ 退職給付引当金    3,433 3,250   3,391 

５ 繰延税金負債    383 805   524 

６ 再評価に係る 
  繰延税金負債 ※５  11,604 11,651   11,605 

７ その他    134 244   134 

固定負債合計    52,048 33.8 47,185 30.2   49,404 31.8

負債合計    109,186 71.0 102,000 65.2   106,286 68.5

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    12,929 8.4 14,404 9.2   14,104 9.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   3,251   4,726 4,426   

２ その他資本剰余金   3,755   3,755 3,755   

資本剰余金合計    7,006 4.6 8,481 5.4   8,181 5.3

Ⅲ 利益剰余金          

１ 中間(当期)未処分 
  利益   7,474   14,706 9,280   

利益剰余金合計    7,474 4.9 14,706 9.4   9,280 6.0

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５  16,698 10.8 15,658 10.0   16,700 10.8

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    552 0.3 1,158 0.7   754 0.5

Ⅵ 自己株式    △20 △0.0 △46 △0.0   △33 △0.0

資本合計    44,641 29.0 54,363 34.8   48,988 31.5

負債及び資本合計    153,828 100.0 156,363 100.0   155,274 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    49,741 100.0 65,433 100.0   112,786 100.0

Ⅱ 売上原価    40,883 82.2 52,644 80.5   91,484 81.1

売上総利益    8,858 17.8 12,788 19.5   21,301 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    4,142 8.3 4,841 7.4   8,555 7.6

営業利益    4,715 9.5 7,947 12.1   12,746 11.3

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息及び配当金    48 109   90 

２ 附属病院収益    39 59   65 

３ 受取賃貸料    11 13   23 

４ その他    9 10   2 

営業外収益合計    108 0.2 192 0.3   183 0.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息    892 741   1,684 

２ その他    253 380   454 

営業外費用合計    1,146 2.3 1,121 1.7   2,139 1.9

経常利益    3,678 7.4 7,018 10.7   10,789 9.6

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※１  2 ―   ― 

２ 貸倒引当金戻入額    ― ―   0 

特別利益合計    2 0.0 ― ―   0 0.0

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産減損損失 ※５  ― 1,207   ― 

２ 固定資産除却損 ※２  297 281   4,059 

３ 棚卸資産評価損    ― 170   ― 

４ 役員退職慰労金    ― 165   ― 
５ 設備解体引当金 
  繰入額    ― 58   687 

６ 長期休止設備に 
  係る費用    258 ―   434 

７ 貯蔵品等廃棄損    ― ―   162 

８ 固定資産売却損    ― ―   61 

９ その他 ※３  24 26   120 

特別損失合計    579 1.2 1,910 2.9   5,524 4.9

税引前中間(当期) 
純利益    3,101 6.2 5,107 7.8   5,266 4.7

法人税、住民税 
及び事業税    4 0.0 4 0.0   8 0.0

法人税等調整額    ― ― △408 △0.6   1 0.0

中間(当期)純利益    3,096 6.2 5,512 8.4   5,256 4.7

土地再評価差額金 
取崩額    ― 587   △2 

前期繰越利益    4,377 8,606   4,377 

中間配当額    ― ―   351 

中間(当期)未処分 
利益    7,474 14,706   9,280 

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  …償却原価法(定額法)

によっております。 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  … 同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  … 同左 

    子会社株式及び関連会

社株式 

  …移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  … 同左 

  子会社株式及び関連会

社株式 

  … 同左 

    その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

によっております。

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

しております。) 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  … 同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …決算日の市場価格等

に基づく時価法によ

っております。(評

価差額は、全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。) 

    時価のないもの 

  …移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

  時価のないもの 

  … 同左 

  時価のないもの 

  … 同左 

  (2) デリバティブ 

  …時価法によっており

ます。 

(2) デリバティブ 

  … 同左 

(2) デリバティブ 

  … 同左 

  (3) たな卸資産 

  …総平均法による原価

法によっておりま

す。 

(3) たな卸資産 

  … 同左 

(3) たな卸資産 

  … 同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数

は以下のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物… 

10～50年 

  機械及び装置 … 

７～15年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払い

に備えるため、賞与支給

見込額のうち、当中間会

計期間負担見積額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払い

に備えるため、賞与支給

見込額のうち、当期負担

見積額を計上しておりま

す。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  数理計算上の差異は、

その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分し

た額を、翌事業年度から

費用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき当事業年度に発生し

ていると認められる額を

計上しております。 

  数理計算上の差異は、

その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分し

た額を、翌事業年度から

費用処理しております。 

  (4)    ――― (4) 設備解体引当金 

 当中間会計期間以降に除

却することを決定した第２

高炉などの設備解体にかか

わる支出に備えるため、合

理的に見積もった所要額を

計上しております。 

(4) 設備解体引当金 

  翌事業年度に除却する

ことを決定した第２高炉

などの設備解体にかかわ

る支出に備えるため、合

理的に見積もった所要額

を計上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、金利

スワップについて特例処

理の要件を充たしている

場合には特例処理を採用

しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ① ヘッジ手段 

   デリバティブ取引

(金利スワップ取引及

び金利キャップ取引) 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ① ヘッジ手段 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ① ヘッジ手段 

同左 

   ② ヘッジ対象 

   主に市場金利等の変

動によりキャッシュ・

フローが変動するもの

(変動金利の借入金等) 

 ② ヘッジ対象 

同左 

 ② ヘッジ対象 

同左 

   ③ ヘッジ方針 

   当社は内部規程であ

る「デリバティブ取引

管理規程」に基づき、

金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

   ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の累

計又は相場変動とヘッ

ジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計又は

相場変動を半年毎に比

較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ

有効性を評価しており

ます。ただし、特例処

理によっている金利ス

ワップについては、有

効性の評価を省略して

おります。 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

  

  
項目 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

  ――― （固定資産の減損に係る 
 会計基準） 
  当中間会計期間から
「固定資産の減損に係
る会計基準」（「固定
資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議
会  平成 14 年 8 月 9
日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15
年10月31日 企業会計
基準適用指針第6号）
を適用しております。
これにより税引前中間
純利益が1,207百万円
減少しております。な
お、減損損失累計額に
ついては、各資産の金
額から直接控除してお
ります。 

  

――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間損益計算書関係) 

 前中間期まで区分掲記しておりました営業外収益の

「棚卸差益」(当中間会計期間０百万円)は、金額の重要

性が乏しくなりましたので、営業外収益の「その他」に

含めて表示しております。 

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  138,637百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  120,936百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  135,246百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保差入資産 

上記に対する債務 

有形固定 
資産 

99,866百万円

(内工場 
財団分) 

(84,973) 

その他の 
流動資産 

7  

長期借入金 32,081  

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 11,200  

(１年以内償還分を含む) 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保差入資産 

上記に対する債務 

有形固定
資産 

85,684百万円

(内工場
財団分) 

(76,042) 

その他の
流動資産 

7  

長期借入金 21,970  

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 4,000  

(１年以内償還分を含む) 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保差入資産 

上記に対する債務 

有形固定
資産 

90,703百万円

(内工場
財団分) 

(80,357) 

その他の
流動資産 

7  

長期借入金 26,945  

(１年以内返済分を含む) 

普通社債 7,400  

(１年以内償還分を含む) 

   上記以外に土地賃借保証のた

めに有価証券及び投資有価証券

341百万円を差入れておりま

す。 

   上記以外に土地賃借保証のた

めに有価証券及び投資有価証券

352百万円を、また、中山共同

発電（株）及び中山名古屋共同

発電（株）の金融機関借入金の

保証のために投資有価証券37百

万円を、同社からの操業及び定

期検査等の受託業務に対する保

証として投資有価証券（関係会

社株式）9百万円を、それぞれ

差入れております。 

   上記以外に土地賃借保証のた

めに有価証券及び投資有価証券

352百万円を、また、中山共同

発電（株）及び中山名古屋共同

発電（株）の金融機関借入金の

保証のために投資有価証券37百

万円を、同社からの操業及び定

期検査等の受託業務に対する保

証として投資有価証券（関係会

社株式）9百万円を、それぞれ

差入れております。 

※３ 重要な休止固定資産 

   有形固定資産に含まれる重要

な休止固定資産は次のとおりで

あります。なお、当該有形固定

資産の減価償却費は特別損失の

「長期休止設備に係る費用」に

含めて計上しております。 

機械及び 
装置 

2,699百万円

※３     ――― 

  

※３     ――― 

  

※４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 



  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

――― ――― ※５ 土地の再評価について 

   「土地の再評価に関する法

律」(平成10年３月31日公布 法

律第34号)及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する

法律」(平成13年３月31日公布 

法律第19号)に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、土地再

評価差額金を資本の部に計上し

ております。 

  再評価の方法 

   土地の再評価に関する法律施

行令(平成10年３月31日公布 政

令第119号)第２条第４号に定め

る地価税の課税価格の基礎とな

る土地の価格の算定方法に合理

的な調整を行って算定しており

ます。 

   再評価を行った年月日 

       平成14年３月31日 

   再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額△11,666百万円 

 ６ 保証債務 

   当社従業員の金融機関借入金

について保証しております。 

  保証債務残高 

従業員 
(住宅資金) 

365百万円

 ６ 保証債務 

   当社従業員の金融機関借入金

について保証しております。 

  保証債務残高

従業員 
(住宅資金) 

320百万円

 ６ 保証債務 

   当社従業員の金融機関借入金

について保証しております。 

  保証債務残高 

従業員
(住宅資金) 

346百万円

   このほかに下記関係会社の金

融機関からの借入に対し、保証

予約を行っております。 

  保証予約残高 

中山三星 
建材㈱ 

732百万円

   このほかに下記関係会社の金

融機関からの借入に対し、保証

予約を行っております。 

  保証予約残高

中山三星
建材㈱ 

643百万円

   このほかに下記関係会社の金

融機関からの借入に対し、保証

予約を行っております。 

  保証予約残高 

中山三星
建材㈱ 

688百万円

 ７貸出コミットメントライン契約 

   当社においては、社債の償還

資金の調達を行うために、取引

金融機関とコミットメントライ

ン契約を締結しております。当

該契約に基づく当中間会計期間

末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

貸出コミット
メントライン
契約の総額 

10,900百万円

借入実行残高 5,300百万円

差引額 5,600百万円

 ７貸出コミットメントライン契約 

――― 

 ７貸出コミットメントライン契約 

   当社においては、社債の償還

資金の調達を行うために、取引

金融機関とコミットメントライ

ン契約を締結しております。当

該契約に基づく当会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

貸出コミット
メントライン
契約の総額 

5,000百万円

借入実行残高 500百万円

差引額 4,500百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 遊休資産の売却益でありま

す。 

――― ――― 

※２ 固定資産除却損の内訳 

機械及び装置 145百万円

構築物等 8  

撤去費用等 143  

合計 297  

※２ 固定資産除却損の内訳 

機械及び装置 171百万円

構築物等 39  

撤去費用等 70  

合計 281  

※２ 固定資産除却損の内訳 

機械及び装置 2,821百万円

構築物等 685  

撤去費用等 552  

合計 4,059  

※３ その他の特別損失の内訳 

貯蔵品等廃棄損 24百万円

※３ その他の特別損失の内訳 

設備修理負担金

等 
15百万円

貯蔵品等廃却損 8  

会員権評価損 1  

合計 26  

※３ その他の特別損失の内訳 

石炭税調整額 69百万円

長期滞留評価損 43  

その他 7  

合計 120  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,055百万円

無形固定資産 317  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,674百万円

無形固定資産 69  

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 6,031百万円

無形固定資産 633  

※５  

――― 

※５ 減損損失 

  当社は、事業用資産については

事業セグメント毎に、遊休資産及

び賃貸資産については物件単位毎

にグルーピングを実施しておりま

す。近年の地価の下落により、帳

簿価額に対して著しく時価が下落

している以下の資産グループにつ

いて、回収可能価額まで減額し当

該減少額1,207百万円を固定資産

減損損失として特別損失に計上し

ております。 

  固定資産減損損失の内訳は、遊

休資産1,207百万円（土地1,057

百万円、建物150百万円）となっ

ております。なお、回収可能価

額は正味売却価額により測定

し、時価は主として鑑定評価額

を使用しております。 

用途 遊休資産 

種類 土地 

場所 静岡県静岡市他 

※５  

――― 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及 
び装置 

241 42 199

工具器 
具及び 
備品 

194 129 65

その他 12 6 5

合計 448 178 270

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械及 
び装置 

245 70 175

工具器 
具及び 
備品 

270 111 158

その他 12 7 4

合計 527 190 337

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及
び装置 

245 56 189

工具器
具及び 
備品 

302 133 169

その他 12 7 4

合計 560 196 363

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 61百万円

１年超 213  

合計 274  

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 74百万円

１年超 268  

合計 343  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 79百万円

１年超 289  

合計 368  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 41百万円

減価償却費 
相当額 

38  

支払利息相当額 2  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 47百万円

減価償却費
相当額 

44  

支払利息相当額 3  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 84百万円

減価償却費
相当額 

79  

支払利息相当額 5  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しておりますので、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

― 平成17年11月18日に開催されまし
た取締役会決議に基づき、次のとお
り新株式の発行を行っております。 
この結果、平成17年12月5日付けで
資本金は、15,538百万円、発行済株
式総数は131,383,661株となってお
ります。 
（1）公募による新株式発行 
①発行新株式の 普通株式 
種類及び数      4,500,000株 
②発行価格   1株につき 

524円 
③発行価額   1株につき 

502.36円 
  
④発行価額の総額 

2,260,620,000円 
⑤資本組入額 1株につき 

252円 
⑥資本組入額の総額 

1,134,000,000円 
⑦申込期間 

平成17年11月29日～ 
平成17年11月30日 

⑧払込期日 
平成17年12月5日 

  
⑨配当起算日 

平成17年10月1日 
⑩資金の使途 設備資金 
（注）発行価格と発行価額との差額

の総額は、引受人の手取金と
なっております。 

― 



(2) 【その他】 

平成17年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

    （イ）中間配当による配当金の総額 …………………633百万円 

    （ロ）１株当たりの金額 ……………………………… 5円 0銭 

    （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 ……… 平成17年12月5日 

   （注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払を行います。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 
半期報告書の 
訂正報告書 

(第111期中) 
  

自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日

  
平成17年６月８日 
関東財務局長に提出 

            

(2) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第111期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

            

(3) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

  公募増資に関わる募集   
平成17年11月18日 
関東財務局長に提出 

            

(4) 
有価証券届出書の 
訂正届出書 

  
上記(3)に関わる訂正 
届出書である 

  
平成17年11月28日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

株式会社 中 山 製 鋼 所 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中山製鋼所

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社中山製鋼所及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株式会社 中山製鋼所 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中山製鋼所

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社中山製鋼所及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年11月18日開催の取締役会において公募による新株式の発行を決議し、平成17

年12月5日に新株式を発行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人  

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

株式会社 中 山 製 鋼 所 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中山製鋼所

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１１１期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社中山製鋼所の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株式会社 中山製鋼所 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中山製鋼所

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社中山製鋼所の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年11月18日開催の取締役会において公募による新株式の発行を決議し、平成17

年12月5日に新株式を発行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人  

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 
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